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第１０次京都市環境影響評価審査会委員名簿 

 

 氏  名 所      属 専門分野 

 青野
あ お の

 正二
し ょ う じ

 大阪大学大学院人間科学研究科准教授 音環境・騒音 

 板倉
い た く ら

  豊
ゆたか

 京都精華大学大学院人文学研究科教授 環境教育 

 上田
う え だ

 佳代
か よ

 京都大学大学院工学研究科准教授 環境衛生 

 大久保
お お く ぼ

 規子
の り こ

 大阪大学大学院法学研究科教授 行政法・環境法 

◎ 笠原
か さ は ら

 三
み

紀夫
き お

 京都大学名誉教授 エネルギー環境学 

 勝見
か つ み

  武
たけし

 京都大学大学院地球環境学堂教授 環境地盤工学 

 小坂
こ さ か

 浩司
こ う じ

 京都大学大学院工学研究科准教授 水質 

 柴田
し ば た

 昌三
しょうぞう

 京都大学大学院地球環境学堂教授 景観生態学 

  竹見
た け み

 哲也
て つ や

 京都大学防災研究所准教授 気象学 

 建山
た て や ま

 和由
か ず よ し

 立命館大学理工学部教授 建設施工学 

 東野
と う の

 達
すすむ

 京都大学大学院エネルギー科学研究科教授 大気環境・環境システム 

 德地
と く ち

 直子
な お こ

 京都大学フィールド科学教育研究センター教授 生態系 

 松田
ま つ だ

 法子
の り こ

 京都府立大学大学院生命環境科学研究科講師 建築史・都市史 

 安田
や す だ

 龍
りゅう

介
す け

 大阪府立大学工学研究科助教 大気環境工学 

 山田
や ま だ

 悦
え つ

 京都工芸繊維大学環境科学センター教授 環境動態解析 

  ◎：京都市環境影響評価審査会 会長              （敬称略，五十音

順）
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参考２－１ 
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参考２－２ 

写 



参考３ 

京都市環境影響評価等に関する条例（抄） 

 

 

（技術指針の策定等） 

第６条 市長は，既に得られている科学的知見に基づき，環境影響評価等及び第５０

条第１項に規定する供用後事後調査を適切かつ円滑に行うために必要であると認

められる技術上の指針（以下「技術指針」という。）を定めなければならない。 

４ 市長は，技術指針を定め，又は改定しようとするときは，あらかじめ，第５９条

に規定する審査会の意見を聴かなければならない。 

 

第１３条 市長は，前条の規定による書類の提出があったときは，当該提出があった

日から起算して３月（第１１条第１項に規定する意見書の提出がない場合にあって

は，第９条第１項の公告の日から起算して４月）以内に，事業者に対し，配慮書案

について環境配慮の観点からの意見を書面により述べなければならない。 

２ 第６条第４項の規定は，前項の規定により市長が配慮書案について意見を述べる

場合について準用する。 

 

（審査会） 

第５９条 技術指針の策定及び改定並びに配慮書案，方法書及び準備書についての市

長の意見の陳述その他市長が必要と認める事項について，市長の諮問に応じ，調査

し，及び審議するととともに，当該事項について市長に対し，意見を述べるため，

京都市環境影響評価審査会（以下「審査会」という。）を置く。 

 

（審査会の組織） 

第６０条 審査会は，委員２０人以内をもって組織する。 

２ 委員は，学識経験のある者その他市長が適当と認める者のうちから，市長が委嘱

し，又は任命する。 

 

（委員の任期） 

第６１条 委員の任期は，２年とする。ただし，補欠の委員の任期は，前任者の残任

期間とする。 

２ 委員は，再任されることができる。 

 

（専門委員） 

第６２条 審査会に，特別の事項を審議させるため必要があるときは，専門委員を置

くことができる。 



京都市環境影響評価等に関する条例施行規則（抄） 

 

（審査会の会長） 

第４６条 京都市環境影響評価審査会（以下「審査会」という。）に会長を置く。 

２ 会長は，委員の互選により定める。 

３ 会長は，審査会を代表し，会務を総理する。 

４ 会長に事故があるときは，あらかじめ会長の指名する委員がその職務を代

理する。 

 

（審査会の招集及び議事） 

第４７条 審査会は，会長が招集する。 

２ 会長は，会議の議長となる。 

３ 審査会は，委員の過半数（配慮書案についての市長の意見の陳述に関する

会議にあっては，委員の３分の１以上）が出席しなければ，会議を開くこと

ができない。 

４ 審査会の議事は，出席した委員の過半数で決し，可否同数のときは，議長

の決するところによる。 

５ 審査会は，必要があると認めるときは，委員以外の者に対して，意見の陳

述，説明その他の必要な協力を求めることができる。 

 

（部会） 

第４８条 審査会は，特別の事項を調査し，及び審議させるため必要があると

認めるときは，部会を置くことができる。 

２ 部会は，会長が指名する委員をもって組織する。 

３ 部会ごとに部会長を置く。 

４ 部会長は，会長が指名する。 

５ 部会長は，その部会の事務を掌理する。 

 

（専門委員） 

第４９条 専門委員は，専門の知識を有する者のうちから，市長が委嘱し，又

は任命する。 

２ 専門委員は，特別の事項に関する審議が終了したときは，解嘱され，又は

解任されるものとする。 

 

（審査会の庶務） 

第５０条 審査会の庶務は，環境政策局において処理する。 



 

（審査会に関する補則） 

第５１条 この規則に定めるもののほか，審査会の運営に関し必要な事項は，

会長が定める。 

 



参考４ 

 

 

京都市環境影響評価審査会運営要領 

 

平成１２年４月６日 審査会会長決定 

平成２５年４月１日 改     定 

（趣旨） 

第１条 この要領は，京都市環境影響評価等に関する条例施行規則（以下「規

則」という。）第５４条の規定に基づき，審査会の運営に関し，必要な事

項を定める。 

 

（定義） 

第２条 この要領で使用する用語は，京都市環境影響評価等に関する条例

（以下「条例」という。）及び規則において使用する用語の例による。 

 

（調査及び審議） 

第３条 審査会は，調査及び審議を行うに当たり，必要に応じ現地調査を行

う。 

２ 審査会は，情報を公にすることにより種の保全及び良好な環境の保全の

支障となる可能性が高い市域の貴重な植物及び動物に係る生育，生息に関

する情報についての公開範囲について審議を行う。 

３ 委員は，調査及び審議に関し，会議のほか，会長に書面を提出すること

により，意見を述べることができる。 

 

（小委員会） 

第４条 審査会は，方法書又は準備書についての審議に当たって，環境影響

評価等の対象となる項目（以下「環境要素」という。）についての詳細な

検討を行うため，必要に応じて当該環境要素に係る小委員会を置くことが

できる。 

２ 小委員会は，会長が指名する委員をもって構成する。 

 

（会議の公開） 



第５条 会議は，公開とする。ただし，個別案件に係る審議に関する会議で

あって，貴重な動植物の生息，生育情報など，会議を公開することにより

審査会の公正かつ円滑な審議が損なわれると認められるため公開しない

旨の審査会の議決がなされたときは，当該会議を非公開とすることができ

る。 

 

（議事録の作成） 

第６条 会議が開催されたときは，議事録を作成する。 

２ 議事録の確認は，会長又は会長が指名する委員が行う。 

 

（議事録の公開） 

第７条 議事録は，公開とする。ただし，次に掲げる事項であって，公開し

ない旨の審査会の議決がなされた部分は，非公開とすることができる。 

⑴ 貴重な植物及び動物に係る生育，生息に関する情報であって，公にする

ことにより種の保全及び良好な環境の保全の支障となると認められる部

分 

⑵ 事業者等から公にしないことを条件として，任意に提出された情報であ

って，承諾なく公にすることにより，事業者等との協力関係又は信頼関

係を害すると認められる部分 

⑶ その他公表することにより，公平かつ円滑な審議の支障となると認めら

れる部分 

 

（部 会） 

第８条 規則第５１条に規定する部会の運営に係る規定は，第３条及び第５

条から前条までの規定を準用する。 

 


